
改めて国民保護体制を学ぶ

【第149回 「防災塾・だるま」防災まちづくり談義の会

平成２９年１１月１７日

神奈川県安全防災局安全防災部長

杉 原 英 和
資料：消防庁国民保護室等より

〜北朝鮮が核実験・弾道ミサイル発射実験を繰り返す今！！
改めて国⺠保護体制を学ぶ〜

国⺠保護を⾏なう⼈たちや
場所をなどを識別するため、
ジュネーブ条約等で定めら
れている標章



・国際情勢

・国民保護とは

・国民保護法が対象とする事態（武力攻撃事態・緊急対処事態）

・国民保護措置の内容（国・県・市の役割）

・国民保護訓練

・身の安全を守るために
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本日の内容



北朝鮮の弾道ミサイル発射等
平成２９年７⽉ ４日 弾道ミサイル発射
平成２９年７⽉２８⽇ 弾道ミサイル発射
平成２９年８⽉２９⽇ 弾道ミサイル発射

北海道上空通過
平成２９年９⽉ ３日 核実験実施
平成２９年９⽉１５⽇ 弾道ミサイル発射

北海道上空通過

北朝鮮の動向が国際的に注視されている。
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国民保護とは
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あ っ て は な ら な い 事 態 か ら
国民を保護する仕組みが必要

○ 自然災害（地震、津波、豪雨、暴風、豪雪…）

○ 国際的なテロの動向、北朝鮮情勢

○ 大規模事故等（大火災、爆発、列車事故、海難…）

○ 感染症（SARS、鳥・新型インフルエンザ…）
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私たちの社会を揺るがす危機

危機には様々なものがあります。
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国民保護とは

中でも、人間が意図的に発生させる危機事象に対して

○万一、武力攻撃や大規模テロが起こった場合に、

 正確な情報を把握し、住民に伝え、住民が正しく避難
できるようにする

 救援、武力攻撃災害への対処を行う

○国、県、市町村、住民などが協力して、

住民を守るための仕組み

○住民の生命や財産を守るという意味では、

地方公共団体・消防の本来の役割 とも言える



国民保護法成立までの経過
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平成１５年 ６月（２００３年） 事態対処法の成立

平成１５年 ６月（２００３年） 国民保護法政整備本部の設置

平成１６年 ６月（２００４年） 国民保護法の成立

平成１４年 ４月（２００２年） 有事関連３法案を国会に提出

昭和５２年（１９７７年） 有事法制（事態対処法制）の研究

テポドン
不審船

安全保障の危機に
直面する現実

有事立法
の具体化

平成１３年 ９月（２００１年） 米国同時多発テロ

平成１３年１１月（２００１年） テロ対策特別措置法



有事関連三法
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有事関連七法
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有事法制の全体像
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武⼒攻撃事態等への対処への⼿続き
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国民保護法とは

 武力攻撃事態等において、国民の生命、身体及び財産の保護を図
ることを目的としている。

 武力攻撃事態等における国、地方公共団体、指定公共機関等の責
務や役割分担を明確にし、国の方針の下で、国全体として万全の措
置を講ずることができるようにしている。

 住民の避難に関する措置、避難住民等の救援に関する措置、武力
攻撃災害への対処に関する措置について、その具体的な内容を定め
ている。

 緊急対処事態においても、武力攻撃事態等における国民保護措置
に準じた措置（緊急対処保護措置）を実施することとしている。

 国民の保護のための措置を実施するにあたっては、国民の基本的
人権の尊重に十分な配慮がなされる。



防衛は国⺠保護法の範囲外
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防災と国民保護の差異

自治事務 法定受託事務事務性格

市町村（国、県は補完） 国→県→市町村対応主体

防 災 国民保護

費用負担市町村 国

対策本部独自に設置 国の指定による設置

避 難自主的な避難 避難誘導

補完
市町村による避難の勧告・指示
（緊急通報、防御措置は実施しない）

主体
県による避難の指示
緊急通報、防御措置

県の役割

地震、台風等
地理的状況、気象状況等による

武力攻撃、テロ
悪意ある相手により引き起こされる
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自然災害との相違点（活動上）
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何が起こっているか、外形上はわからない

住民へ正確な情報を伝達する仕組み

相手に意図があり、第二、第三の攻撃が起こるおそれ

安全に住民の避難誘導を行う仕組み

殺傷を目的とした武器により、被害が空間的・時間的に拡大

消防職員等の安全を確保する仕組み

国が情報を集約し、国の判断・責任で対処する仕組み



国・地方公共団体等の責務、避難・救援・
武力攻撃災害への対処等の措置を規定

国民保護の体系

H16.6

H18.3

H17.3

～H19.3

国の基本指針

県国民保護計画

市町村国民保護計画

国民保護法

国民の保護のための措置の実施に関する
基本的な方針

基本指針に基づいた、都道府県レベルで
の計画

県計画に基づいた、市町村レベルでの計
画
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国民保護事案への対応(神奈川県)

事態認定 受領

県 国民保護対策本部の設置

政府 情報収集政府 情報収集

事態認定事態認定

安全防災局 情報収集 （事態認定前）

危機管理対策本部設置（又は危機管理対策会議等）危機管理対策本部設置（又は危機管理対策会議等）

事 案 発 生

政府 対策本部設置政府 対策本部設置

警報発令、避難指示警報発令、避難指示



国民保護法が対象とする事態
（武力攻撃事態・緊急対処事態）
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武力攻撃事態の類型
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①着上陸侵攻 ②ゲリラ・特殊部隊による攻撃

③弾道ミサイル攻撃 ④航空機による攻撃

• 船舶により上陸する場合は、沿
岸部が当初の侵攻目標となりや
すい。

• 航空機による場合は、沿岸部に
近い空港が攻撃目標となりやす
い。

• 国民保護措置を実施すべき地域
が広範囲にわたるとともに、期
間が比較的長期に及ぶことも想
定されます。

• 発射された段階での攻撃目標の
特定が極めて困難で、短時間で
の着弾が予想されます。

• 弾頭の種類（通常弾頭であるの
か、NBC弾頭であるのか）を着
弾前に特定するのが困難であり、
弾頭の種類に応じて、被害の様
相や対応が大きく異なります。

• 突発的に被害が発生することも考
えられます。

• 被害は比較的狭い範囲に限定され
るのが一般的ですが、攻撃目標と
なる施設（原子力事業所などの生
活関連等施設など）の種類によっ
ては、大きな被害が生ずる恐れが
あります。

• NBC兵器やダーティボムが使用され
ることも想定されます。

• 弾道ミサイル攻撃の場合に比べ、
その兆候を察知することは比較的
容易ですが、予め攻撃目標を特定
することが困難です。

• 都市部の主要な施設やライフライ
ンのインフラ施設が目標となるこ
とも想定されます。

武力攻撃事態：武力攻撃（我が国に対する外部からの武力攻撃をいう。）が発生した事態又は武力
攻撃が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態

出典：「国民の保護に関する基本指針」、「内閣官房ＨＰ」



緊急対処事態の類型（攻撃対象施設等による分類）

危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃

（事態例）

原子力事業所などの破壊
大量の放射性物質などが放出され、周辺住民が被ばくするとともに、汚染された飲食物を
摂取した住民が被ばくします。

石油コンビナート、可燃性ガス貯蔵施設などの爆破
爆発・火災の発生により住民に被害が発生するとともに、建物やライフラインなどの被災
により、社会経済活動に支障が生じます。

危険物積載船などへの攻撃
危険物の拡散により沿岸住民への被害が発生するとともに、港湾や航路の閉塞、海洋資源
の汚染など、社会経済活動に支障が生じます。

多数の人が集合する施設等に対する攻撃

（事態例）

大規模集客施設、ターミナル駅などの爆破
爆破による人的被害が発生し、施設が崩壊した場合は被害が多大なものとなります。

緊急対処事態：武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が発生した事態又は
当該行為が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態で、国家と
して緊急に対処することが必要なもの
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緊急対処事態の類型（攻撃手段による分類）
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多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃

破壊の手段とし て 交通機関を用 い た攻撃

出典：「国民の保護に関する基本指針」、「内閣官房ＨＰ」
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（事態例）

ダーティボム※などの爆発
爆弾の破片や飛び散った物体による被害、熱や炎による被害などが発生し、放射線によっ
て正常な細胞機能が攪乱されると、後年、ガンを発症することもあります。

生物剤の大量散布
人に知られることなく散布することが可能です。また、発症するまでの潜伏期間に、感染
した人々が移動し、後に生物剤が散布されたと判明した場合には、既に広域的に被害が発生
している可能性があります。ヒトを媒体とする生物剤による攻撃が行われた場合には、二次
感染により被害が拡大することが考えられます。

化学剤の大量散布
地形・気象などの影響を受けて、風下方向に拡散し、空気より重いサリンなどの神経剤は
下をはうように広がります。

（事態例）

航空機などによる自爆テロ
爆発・火災などの発生により住民に被害が発生するとともに、建物やライフラインなどが
被災し、社会経済活動に支障が生じます。

※ダーティボム
放射性物質を散布すること
により、放射能汚染を引き起
こすことを意図した爆弾



想定している事態
－武力攻撃事態－

「弾道ミサイル」
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弾道ミサイルとは（防衛省資料より）
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北朝鮮の保有する弾道ミサイル及び性能

「北極星２」型

「火星１２」型

「火星１４」型

出典：平成29年度防衛⽩書（ミサイルの呼称は報道状況に
よる）

TEL:弾道ミサイル輸送起⽴発射機
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北朝鮮の保有する弾道ミサイル及び性能

出典：平成29年度防衛⽩
書
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北朝鮮による弾道ミサイル発射事案(平成29年8月)①

北朝鮮による弾道ミサイル発射の概要
８月２９日
５時５８分頃 ミサイル発射
６時０５分頃～０７分頃 北海道渡島半島及び襟裳岬の上空を太平洋に向けて通過
６時１２分頃 襟裳岬の東約１，１８０kmの太平洋（我が国の排他的経済水域（ＥＥＺ）外）に落下したものと推定

【引用】防衛省ＨＰ 8月29日 北朝鮮による弾道ミサイル発射について ※詳細は分析中

緊急速報メールの状況
（～9/13）

発射情報

通過情報
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北朝鮮による弾道ミサイル発射事案(平成29年9月)①

北朝鮮による弾道ミサイル発射の概要
９月１５日
６時５７分頃 ミサイル発射
７時０４分頃～０６分頃 北海道渡島半島及び襟裳岬の上空を太平洋に向けて通過
７時１６分頃 襟裳岬の東約２，２８０kmの太平洋（我が国の排他的経済水域（ＥＥＺ）外）に落下したものと推定

【参照】防衛省ＨＰ 9月15日 北朝鮮による弾道ミサイル発射について等 ※詳細は分析中

緊急速報メールの状況
（9/14～）

発射情報（スマートフォン）

通過情報（スマートフォン）

発射情報
（フィーチャーフォ

ン）

通過情報
（フィーチャーフォ

ン）



国民保護措置（国・県・市の役割）
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住民避難のしくみ

警報の発令・通知

○武力攻撃事態等の現状と予測

○武力攻撃が迫り、又は現に武
力攻撃が発生したと認められる
地域

○住民や公私の団体に対し周知
させるべき事項

避難措置の指示

○住民の避難が必要な地域

○住民の避難先となる地域

○住民の避難に関して関係機関が
構ずべき措置の概要

警報の通知

○武力攻撃事態等の現状と予測

○武力攻撃が迫り、又は現に武
力攻撃が発生したと認められる
地域

○住民や公私の団体に対し周知
させるべき事項

避難の指示

○住民の避難が必要な地域

○住民の避難先となる地域

○主な避難の経路

○避難のための交通手段

警報の伝達

○警報の内容を住民・関係団体
に伝達、執行機関に通知

○防災行政無線のサイレンや他
の手段を活用し、できるだけ速
やかに伝達

○都道府県警察の協力

避難住民の誘導

○直ちに避難実施要領を定める

○市町村長が市町村職員及び消
防を指揮し避難住民を誘導

○警察官等による誘導の要請

指定公共機関等
○放送事業者による警報や避難の指示の放送

○運送事業者による避難住民の運送

国 都道府県 市町村



避難住民の誘導について（１）
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○弾道ミサイル発射時 → 迅速に屋内に避難

○ゲリラ・特殊部隊による攻撃 → 一時避難場所 → バス等で移動

○ただし、大都市部での突発的テロでは、自主的な避難に頼らざるを得ない

○「正常化の偏見」（希望的観測を抱き、災害の発生を軽視若しくは無視し、

適切な行動をとらないこと）が起きやすい

○逆に、小さな事象に対し過剰に反応したり、思いこみで行動する可能性もある

○住民の心理状態も十分考慮する必要

① 事態に即した避難

② 住民に対するタイムリーで十分な情報提供

○保護者に連絡して、生徒と保護者が一緒に行動することが基本

○時間的余裕のない場合には、学校の管理下で避難を行うことも考慮

③ 学校での対応



避難住民の誘導について（２）
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○自然災害時と同様の配慮が必要

○消防団や自主防災組織、民生委員等と連携した情報提供と支援の実施

○一人一人のための「避難支援プラン」（マップの作成等）

⑤ 高齢者・障がい者等への支援

④ 企業の役割

○企業の持つ物理的スペースが、住民避難に役立つ可能性

○近隣地域や顧客への情報提供にも重要な役割

○異常を感じたら、自らの判断で、すぐ、建物の陰に隠れたり、

現場から離れることが、一人一人の安全を守る最も重要な対処

⑥ 住民の「自助」努力による取り組みの促進

【行政の役割】
平素から啓発・訓練を実施し、住民の「自助」の精神を涵養

内閣官房 国民保護ポータルサイト
http://www.kokuminhogo.go.jp/

http://www.kokuminhogo.go.jp/


○ 国からの指示を受け、都道府県が救援活動を実施

○ 緊急時は、国の指示がなくとも都道府県は救援を実施可能

○市町村は都道府県
の救援活動を補助

○都道府県の委任によ
り市町村も救援を実
施可能

指定公共機関等による緊急物資の運送指定公共機関等による緊急物資の運送

【知事の権限等】

○医療関係者への医療の実施の要請

○避難住民等への協力の要請

○物資の売渡しの要請等

○土地等の使用

救援に関する措置



○ 生活関連等施設（原子力事業所、ダム、鉄道施設等）の安全の
確保、警備の強化、立入制限等

○ 危険物、毒物、劇物、高圧ガス等の取扱所での製造等の禁止・
制限等

○ 警戒区域の設定と区域内への立入制限・禁止、退去命令

○ 消火、救急及び救助活動

武力攻撃災害への対処

国、都道府県、市町村の各機関が協力して対処
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国民の協力について

◎国民保護法では、国民に協力を要請できる場合を限定

【協力の内容】

① 住民の避難や被災者の救援の援助
② 消火活動、負傷者の搬送又は被災者の救助の援助
③ 保健衛生の確保に関する措置の援助
④ 避難に関する訓練への参加

〇協力の要請を行う場合は、安全の確保に十分配慮
〇国民が協力の要請に応ずるか否かは任意とし、義務とはしない。
〇国や地方公共団体は、要請に基づく協力により、国民が死亡・負傷等した場合は、その損害を補償

〇国や地方公共団体は、住民の自主的な防災組織やボランティアの国民の保護のための活動に対し、必要な支援を実施

国民は、国及び国民の安全を確保することの重要性にかんがみ、指定行政機
関、地方公共団体又は指定公共機関が対処措置を実施する際は、必要な協力
をするよう努めるものとする。（武力攻撃事態対処法第８条抜粋）

国民は、国民の保護のための措置の実施に関し協力を要請
されたときは、必要な協力をするよう努めるものとする。
（国民保護法第４条第１項抜粋）
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国民への協力の要請



東日本大震災や阪神・淡路大震災では、自主防災組織やボランティアの役割
の重要性が強く認識されました。こうした自主的な防災活動は、武力攻撃による
災害が発生した場合にも同様に期待されています。

避難住民の誘導
への協力

消火、負傷者の
搬送、被災者の
救助への協力

救援への協力 保健衛生確保へ
の協力

自主防災組織リーダーの皆様へ

避難住民の先導、
お年寄りや障害を
持った方の避難の
援助など

避難所での救援
物資の配布や炊
き出しなど

消火のための水
の運搬、負傷者
の搬送、応急手
当など

衛生広報等のた
めに保健所等が
作成したパンフ
レットの配布など



国民保護訓練
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訓練

国民保護訓練
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平成２９年２⽉９⽇の訓練
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実践的訓練
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実動訓練と図上訓練を並⾏して実施した実践的訓練。



日産スタジアムを使用した訓練
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スタジアムで爆破
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スタジアムの外では指揮本部が⽴ち上がっている。
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負傷者の救出、搬出
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負傷者の救出、搬送
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図上訓練を視察する知事

61



Jアラート訓練
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平成２９年１１⽉９⽇江ノ島 訓練
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身の安全を守るために
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身の安全を守るために
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Jアラート（全国瞬時警報システム）

70



警報がなくても
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攻撃の種類によって違う注意点
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化学剤・生物剤による攻撃
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化学剤・生物剤 対処方法

74



弾道ミサイルによる攻撃
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最初に、ビデオを⾒てもらいました。



弾道ミサイル落下時の行動



核物質による攻撃
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最後に
私個人は、武器の無い、平和な世の中を願っ
ています。

しかし、現実には世界各地でテロや、武器に
よる挑発行為も発生しています。

県という行政機関として、万が一の時には、
国民保護法に基づき県民の皆さんの保護を
図っていきます。

しかしながら、県民一人ひとりの方の命を守
るためには、実は一番、自助・共助が重要で
あることも事実です。

本日の講演を機会に考え、いざという時の行
動をお考えください。
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ご清聴ありがとうございました。
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